
 

 

全体財務書類 

 

  



【様式第1号】

自治体名：加東市

会計：全体会計 （単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 189,560,391   固定負債 53,086,109

    有形固定資産 177,415,693     地方債等 29,848,096

      事業用資産 118,168,780     長期未払金 73,144

        土地 99,811,484     退職手当引当金 1,814,612

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 21,350,257

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 5,263,754

        建物 41,522,068     １年内償還予定地方債等 3,541,632

        建物減価償却累計額 -25,213,766     未払金 920,403

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 2,111,099     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -912,457     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 340,565

        船舶 -     預り金 333,523

        船舶減価償却累計額 -     その他 127,631

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 58,349,863

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 196,057,775

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -52,603,787

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 201,637

        その他減価償却累計額 -70,007

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 718,721

      インフラ資産 57,902,348

        土地 11,802,870

        土地減損損失累計額 -

        建物 1,811,799

        建物減価償却累計額 -731,173

        建物減損損失累計額 -

        工作物 82,766,931

        工作物減価償却累計額 -39,707,911

        工作物減損損失累計額 -

        その他 4,216,128

        その他減価償却累計額 -2,738,125

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 481,829

      物品 8,843,911

      物品減価償却累計額 -7,499,346

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 1,677,527

      ソフトウェア 58,200

      その他 1,619,327

    投資その他の資産 10,467,171

      投資及び出資金 894,715

        有価証券 474,367

        出資金 420,348

        その他 -

      長期延滞債権 357,675

      長期貸付金 353,965

      基金 8,878,864

        減債基金 766,237

        その他 8,112,627

      その他 1,389

      徴収不能引当金 -19,437

  流動資産 12,243,460

    現金預金 5,134,918

    未収金 594,515

    短期貸付金 58,857

    基金 6,438,527

      財政調整基金 6,438,527

      減債基金 -

    棚卸資産 31,303

    その他 550

    徴収不能引当金 -15,211

  繰延資産 - 純資産合計 143,453,988

資産合計 201,803,851 負債及び純資産合計 201,803,851

連結貸借対照表
（令和3年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：加東市

会計：全体会計 （単位：千円）

    資産売却益 4,185

    その他 148,912

純行政コスト 29,665,291

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 38,411

  臨時利益 153,098

  臨時損失 419,048

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 380,636

    使用料及び手数料 3,661,822

    その他 583,221

純経常行政コスト 29,399,341

      社会保障給付 3,394,287

      その他 193,751

  経常収益 4,245,043

        その他 283,323

    移転費用 18,552,427

      補助金等 14,964,389

      その他の業務費用 655,919

        支払利息 340,627

        徴収不能引当金繰入額 31,969

        維持補修費 309,739

        減価償却費 4,316,498

        その他 2,707

        その他 1,081,421

      物件費等 9,683,686

        物件費 5,054,741

        職員給与費 3,330,817

        賞与等引当金繰入額 340,115

        退職手当引当金繰入額 -

  経常費用 33,644,384

    業務費用 15,091,957

      人件費 4,752,352

連結行政コスト計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目名 金額



【様式第3号】

自治体名：加東市

会計：全体会計 （単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 142,562,195 196,772,620 -54,210,425 -

  純行政コスト（△） -29,665,291 -29,665,291 -

  財源 29,460,493 29,460,493 -

    税収等 16,298,394 16,298,394 -

    国県等補助金 13,162,100 13,162,100 -

  本年度差額 -204,798 -204,798 -

  固定資産等の変動（内部変動） -1,732,441 1,732,441

    有形固定資産等の増加 2,358,957 -2,358,957

    有形固定資産等の減少 -5,001,525 5,001,525

    貸付金・基金等の増加 1,163,884 -1,163,884

    貸付金・基金等の減少 -253,756 253,756

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 1,015,982 1,015,982

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 80,609 1,615 78,995

  本年度純資産変動額 891,793 -714,845 1,606,637 -

本年度末純資産残高 143,453,988 196,057,775 -52,603,787 -

連結純資産変動計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日



【様式第4号】

自治体名：加東市

会計：全体会計 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 306,527

本年度歳計外現金増減額 12,397

本年度末歳計外現金残高 318,924

本年度末現金預金残高 5,134,918

財務活動収支 -1,179,396

本年度資金収支額 148,204

前年度末資金残高 4,667,790

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 4,815,995

    地方債等償還支出 3,402,900

    その他の支出 171,006

  財務活動収入 2,394,510

    地方債等発行収入 1,908,120

    その他の収入 486,390

    資産売却収入 111,937

    その他の収入 -

投資活動収支 -2,357,438

【財務活動収支】

  財務活動支出 3,573,906

    その他の支出 -

  投資活動収入 560,414

    国県等補助金収入 327,022

    基金取崩収入 59,623

    貸付金元金回収収入 61,832

  投資活動支出 2,917,852

    公共施設等整備費支出 2,208,675

    基金積立金支出 709,177

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 105,391

  臨時収入 25,317

業務活動収支 3,685,038

【投資活動収支】

    税収等収入 15,556,528

    国県等補助金収入 13,120,553

    使用料及び手数料収入 3,673,436

    その他の収入 581,388

  臨時支出 105,391

    移転費用支出 18,552,427

      補助金等支出 14,964,389

      社会保障給付支出 3,394,287

      その他の支出 193,751

  業務収入 32,931,905

    業務費用支出 10,614,365

      人件費支出 4,747,887

      物件費等支出 5,257,851

      支払利息支出 340,627

      その他の支出 268,000

連結資金収支計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 29,166,792



全体会計財務書類における注記 
 

１. 重要な会計方針 

 

(１) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

(ア) 昭和 59 年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

(イ) 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

(２) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（移動平均法） 

② 満期保有目的以外の有価証券 

(ア) 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格に基づく時価

法 

(イ) 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価 

③ 出資金 

(ア) 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格基づく時価法 

(イ) 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 

 

(３) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

最終仕入原価法による原価法 

 

(４) 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

③ リース資産 

(ア) 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

(イ) 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

･･････････リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法 



(５) 引当金の計上基準及び算定方法 

① 投資損失引当金 

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実

質価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。 

② 徴収不能引当金 

未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上していま

す。 

長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上

しています。 

長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上し

ています。 

③ 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

④ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の

見込額について、それぞれ本会計年度の負担に属する額を計上しています。 

 

(６) リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。但し、所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引及び重要性の乏しい所有権移転ファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法により計上しています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

 

２. 重要な会計方針の変更等 

 

(１) 会計方針の変更 

該当なし 

 

(２) 表示方法の変更 

該当なし 

 

(３) 資金収支計算書における資金の範囲の変更 

該当なし 

 

 

３. 重要な後発事象 

 

(１) 主要な業務の改廃 

該当なし 



 

 

(２) 組織・機構の大幅な変更 

該当なし 

 

(３) 地方財政制度の大幅な改正 

該当なし 

 

(４) 重大な災害等の発生 

該当なし 

 

 

 

４. 偶発債務 

 

(１) 保証債務及び損失補償債務負担の状況 

名称 確定債務額 

履行すべき額が確定していない 

損失補償債務等 
総額 

損失補償等引金 

計上額 

貸借対照表 

未計上額 

組合負担等 

見込額 
  149,658 千円 149,658 千円 

計 － － 149,658 千円 149,658 千円 

 

 

(２) 係争中の訴訟等 

該当なし 

 

 

 

５. 追加情報 

 

(１) 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 全体会計財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計 

国民健康保険特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

介護保険保険事業特別会計 

加東市水道事業会計 

加東市下水道事業会計 

加東市病院事業会計 

② 地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整

理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としていま

す。 

③ 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 



④ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度の支出予定額  該当なし 

⑤ 繰越事業に係る将来の支出予定額 

子育て世帯への臨時特別給付金

給付事業費 
4,010 千円 

予防費 5,501 千円 

農地費 32,590 千円 

商工総務費 13,944 千円 

道路維持費 9,000 千円 

道路新設改良費 221,983 千円 

小中一貫校整備費 844,800 千円 

学校管理費(小学校) 26,114 千円 

学校管理費(中学校) 19,857 千円 

給食施設費 11,699 千円 

一般会計合計 1,189,498 千円 

 
 
 

(２) 純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

② 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 
 

(３) 資金収支計算書に係る事項 

①  基礎的財政収支（プライマリーバランス） 2,317,781 千円 

 

② 重要な非資金取引 

   該当なし 


